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連続する巨大災害のリスク管理学の課題に関する一考察

新谷由紀子、菊本産

筑波大学 〒305・8577茨城県つくば市疋王台ト1・l

概要

2011年3月 11日の東日本大震災の後、日本では、東海・東南海・南海地震といったい

わゆる三連動地震や首都直下地震、または富士山噴火等が近い将来連続して起こり得るこ

とやその被害予測が政府の中央防災会議などから発表されているし 一方、日本ではこれま

で官民ともに危機意識が非常に薄く、巨大自然災害は起こらないとの前提でリスク管理が

行われていたことにより、福島第ー原子力発電所の大災害を招いたことが政府の事故調

査・検証委員会中間報告書などで指摘されているU 本稿では、巨大自然災害に対処するた

めのリスク管理学に才j~ 、て、巨大自然災害の連続性とし、う新規視点の追加を行うとともに、

日本においてこのようなリスク管理学が対象とする課題として、「連続する巨大自然災害及

びそれらに起悶寸る人為的災害に関する被害・影響了ゆ恥、「巨大自然災害に対する準備と

被災後の国家の政治・財政・経済のあり方j、「最小限の経費と手数による防災対策と災害

慢興計画J、「巨大自然災害に打ち勝つ防災教育のあり方」の4点を提示したじ

1 はじめに

これまで、「リスク管理」というと、伝統的には金融や経済、また、それに関連する企業

経営や保険に関する場面などで語られることが多ヵ、ったd 一 万、近年では、 1986年のチェ

ルノブイリ原発事故と|口]年に出版された Beckの『危険社会』において、「科学技術は発展

すjしぼするほど同時にま寸主す危険なものとなってし主うのであるじJ11と語られたとおり、

科学技術がかえって危険を生み出し、産業化に伴って危険が増大するようになったことが

指摘されている そして、今日、リスク管理は政治、経済、法律、社会生活、科学技術と

i 、ったあらゆる場面で課題となっている υ こうした状況を背景にして、費用一便益分析に

基づくリスケ論や、リスクの確率論、選択の自由に伴うリスク論などが展開されているJL

しかL、2011年 3月 11日の来日本大震災とそれに起閃して発生した東京電力福島第一原

子力発電所の重大事故は、その災害規模及び影響の大きさから、単なる事故発生の確率論

で処理しただけで、果たしてリスク管理の円的を達成したといってよいのか、という疑問

を生じさせた、

(、ド成24年5月281]'主付、平成24，"下7月2日受理)
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今日日常生活の中の様々な場面でリスク管理に対する関心が高まってきているが、現代

の日本において最も大きく、かつ、差し迫った課題となるのは、連続して起こる可能性が

高いとされている巨大自然災害とそれにより引き起こされる巨大災害への対処であろう。

本稿は、連続する巨大災害のリスク管理学(巨大災害の連続性に対処し得るリスク管理学)

の十是唱をlTうもので、ある。

2. リスクの定義

リスクとし、う言葉は、これまで様々な学問分野で用いられてきたが、その用法や、重点

が置かれる側面は、分野ごとに異なるυ 例えば、疫学の分野では、事象のネガティブな結

呆を確認し、測定することに重点が置かれるのに対して、統計学では、特別な事象の牛φ起

確率を測定し、予測することに重点が置かれる O さらに、工学分野では、事象のポジティ

ブな結果とネガテイブな結果との聞の関係に重点が置かれ、社会科学分野では、個人や集

団が、リスクを推認し、対応する仕方を研究することに重点が置かれる 3)

古くからリスクを取り扱ってきた学問分野で、ある経済学においては、Knightが 1921年

に発表した論文において「リスクと不確実性という 2つのカテゴリー聞の実際的な相違は、

前者の場合は、(先験的推測または過去の経験の統計による推測のいずれかを通じて)ー群

の事例の結果の分布を知ることができるが、不確実性の場合には、高度に固有な状況に対

処するため、 一般に、 一群の事例を形成することが不可能であるという理由により、これ

は当てはまらない"J4)として、確率を計量できる変動を「リスク」とし、確率を計量でき

ない変動を「不確実性」と定義した。その後、「現代の経済学においては、リスクと不確実

性とをほぼ同じような意味で用いられることが多しリ)Iとされているいなぜなら、「我々は

不確実性を測定できないが、最悪シナリオやリスク移転などを通じて不確実性を評価し、

管理することはできる」恥ヵ、らである，つ主るところ、 リスクに関Lては、各学問分野を

通じて、「一致した定義は見当たらず、単なる「不確実性」 という一要素に定義の最大公約

数が成立するのみであるわJ7，とされるコ

こうした中、 1970年代に「リスク経済学j とし寸分野が確117eされ、主に保険や金融、証

券、経営などの領域でリスク問題を取り扱う上うになり、リスク経済学がリスク管理学の

大部分を占めてきたといえる 5)

このような状況が一変したのは、前述の Beckが、 1986年に、『危険社会』を発表して、

リスク社会の到来を告げてからで、ある。それ以来、リスク社会論が大きな注目を集めるよ

うになったりBeckは、「近代が発展するにつれ富の社会的生産と並行して危険が社会的に

生産されるようになるuJと主張する，Beckのいう「危険社会」とは、人聞の営みによっ

て作り出された危険に曝されている社会で、あり、産業化が進展し、科学技術が進歩するこ

とによって必然的に生み出され、それは一方で社会の発展を可能にするとともに、他方で

は、社会そのものを危う くするものであるυ そこで想定されている中心的な危険は、原子

力に伴う危険であり、また、環境破壊につながる危険である。1)社会学的にし、うリスク(危

険)とは、「人が何かをおこなった場合にその行為によって生じる危険J21を意味するとさ

れる。Beckのいう「危険社会」のリスクに由来した定義であるが、本稿で考察の対象とし

ようと Lているリスクは、 20日年の3.11の大災害の経験をもとにしたものであり、そこで
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は、地震と津波という巨大自然災害が発牛令するとともに、それを引き金として、科学技術

の成果である原子力発電所の重大事故が引き起こされており、社会学でいうリスク概念、と

共通する側面を有しながらも、それだけで、は覆いつくせない性質を持つものである。

著者の関心に近い、現代社会で生じるリスクについては、 OECDが 2003年に発表した

報告書において、「制度的リスク (systemicrisksl Jとし寸概念を提唱して検討を行ってい

る R)制度的リスクとは、交通事故などの個人的で局所的なリスクではなく、より大きく

て影響も広範にわたるようなリスクで、あって、例えば、健康、交通、環境、テレコミュニ

ケーション等の社会が依拠するシステムに影響を与えるようなリスクで、あるのOECDでは、

この制度的リスクを自然災害、産業事故、感染症、テロリズム、食品安全という 5つの分

野で検討し、次の5つの提言をした。

①リスク管理のための新たな政策的アプローチの導入(リスクに対する広い視野の導入、

様々なリスク領域における政策‘貫性の調査、リスク管理の全体の調和の改善)

②市民と民間企業との聞の統合の促進(正しいインセンティブを与えること、リスク管理

における民間企業の役割の強化、協力と多様性の促進を通じた規模の拡大とし、う課題へ

の取り組み)

③手IJ害関係者及び一般社会に対する情報提供と参加の呼びかけ(危機意識とセイフティ

一・カルチャーの醸成、対話の強化正信頼の構築)

④同際協力の強化(知識と技術の同境を越えた共有の推進、調査と監視の同|捺システムの

強化、協調の枠組みの創設)

⑤技術的可能性の利用の推進と研究努力の強化(有望な新技術に対する支援の促進、シス

テムの脆弱性を低減し復元力を増加させるツールの探索と開発)

A方、 ドイツの地球変動に関する諮問会議 (GennanAdvisory Cowlcil on Global Change 

(WBGUl)が地球環境のリスク管理のため、 1998年にリスクの評価基準の問題に取り組み、

最終的に表 1(こ /J~す 9 つのリスク評価基準をぷしたc り司 10)

さらに、 WBGUr士、リスクについて主に2つの視点から捉えた分析を提示したりそのう

ちの lつは、主ず、リスクを表2の3つの領域に分類するりこれら 3つのリスクをグラフ

上で3区域に分類し、横軸に損害の程度を、縦軸に発牛宇確率をとり、原点から NO.1ム3の

111買に領域を区分する視点であるリ)

主た、もう lつの視点て、l士、リスクをギリシア神話の撃場者になぞらえて分類し、表 3

に示す6つのカテゴリーに括って上述のグラフに配置した 1 。司 10)

こうした分類[士、従来の伝統的なリスク評価、すなわち、損害の程度と発牛‘確平という

2方向ヵ、らの分類を越えて拡充した評価をしなければならなし、という必要性から検討され

たものであるりさらに、 Klinkeら1(1)I士、リスク管理では、最初に専門家の間での議論が必

要であり、主た、不確実性の高いリスクについては、利害関係者や公益団体が参加するこ

とが重要で、最後に参加型の議論、すなわち、通常の法律の手続きによる意思決定のみな

らず、直接市民参加なども含まれるスタイルで、議論を行うことによって管理していくべき

で、あると提唱している。

表2，3をみると、説明にある通り、従来のリスク分類である「損害の程度j と「発牛
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表 1 WBGUによるリスクの評価基準

No. リスク評価基準 慨をE

t員吉uJf'，Ut (Extent ofdamag己) 死亡、負傷、 't二産量低減淳、自然単位系で山悪影響

今 発生確ヰ~ (Probability OfOCC1I1Tence) 離散士たはi主主主損失閑数山相対度数ω推定

戸J、 不確実性(Jncertitude) nなる不確実性ぴJ構成要ぷぴ)全体的な指標一
4 i国{l:(Ubiquityl i替化的慣富山地理的分散(世代内正義)

5 持続性 (Persistenιy) 出イf.的十員害ぴ)時間的分散(世代間正義)

可 i主'~'l: (Re町ve引r柑ヲ河刈叫il出litη削y計) 
損害が起こる前の状態に状況を侮yじする可能性(俺元日I能性

6 
のf~rj→森林再生や7j\ U)浄化)

遅延効果 (Delayeffectl
初期事象と実際ぴ)損'fi:(j)発生lE山聞の潜伏期間lその測定は

7 
物理的、科学的主たは生物学的性質を持ち得る

8 公、l三性山侵害 (Yiolationof叫1I1砂) 利益を得るtJとリスクを負う百と(ハ聞のT、 致

社会的動揺の可能性
結果に苦痛を感じる個人や集同によって社会的衝突や心理学

9 的反応を生じさせる個人的、社会的または文化的利益や価値
(Potentialofmobilisation) 

の(是害のI可能性

tl¥lJ!lJ WBGlI ，11"World in Transition: Strategies for Managing Global Emironmental Risks" (1 1j9~) 皮()、 Andreas Iくlinke:王ノシ

}I司、只temicRisks as Challcngc for Policy Making in Risk Gmcmance司"(2006)1、1)

表2 WBGUの分類に上るリスクの領域

No リスクの領域 特徴 つ
損害の確率分布に閲する 1~確実性叫い 全般に大異変を起こす可能性がU い、|

通常lメ:域 先生健二ヰ:と関連寸ろ損干与の大さ主 (J)I~，i fHF¥J I.r) 1、健実性がflí:~中 FA度、組'J子 U)確卒 l

(Normal area) と大きさに閲する統計的信頼bく聞が小さい、持続と偏夜11)程度がflh、(時全問)、

潜在的出害の可逆性iiMiい、社会的衝突ベコ動揺ぴ)r可能性がi丘い

以 I"U)条件が lつ以上ある士易台

十員7写山口J能性が高い、発サ

推移凶或 損害の確不と大きさの信頼区間が大さい、持続'I't.と偏在性とド可逆'~1:が特に向く
ウ

(Transition area) jfi(旧..t:-結果υ)因果関係をtwin1j寸る合理的根拠がある、 f;正行為や社会的心坪r.uj要!

閃ぴ)分布を認誠寸る二 I~ んリソ衝突べJ動揺U)大きな可能村が見合計 l る(移住、花

絶、抗抗、レジスタンス写)

直l レ，\ I~ 11)リスクに、さ 1)に、日而を好転させるチャLスカq，たん寸利益が小さ

し、か古 L く 11その期l~rrまが小さいことが杭J~)れ 1"]" 、または、 リスクの 2つぴ)構!戊

干主111メ:域
要素に上って生み出される L山が極端なしベルに到達すろ場行に、リスクは禁止

3 lベ域に位置-):t1")れることとなるl が II~[>ZJ或はかえってノ、ン卜リングが容易であ
(Prohibited area) 

る 三の12<-=域でIt、リスクをとるこ土カミら予想、される結果があ主的に深刻なので、

無条件でリスクを除去したければな，")ないピ何端な状J凡で、は、 l正しい対応は、即

!/~の禁止か、七たは、一時凍結であるf

/1¥リI[) WBG¥J (1 I"World in Transition: Stratcgics tor Managin巴GlobalEnvirontncntal Risks"(IIjIj~).ì. 1) 
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安， WBGUらによるリスク分績とリスク管理

持績に益"
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L心配町Uノ時-ld..， T，叫岡崎勧-明u__…抽叩ι叫山肘
の甲山""-"'崎町罰抽一円抽以内…

率Jの2点を基本企して 時間輸そ宅問舶を加えてリスク評価したり、リスク阿佐貨を象

徴院内たとえを導入して分潮し管理を鍵唱したりするなど、りスクに関する鉱充した視

点がポされている.

このよっなOECnやW臥，Uの敦り組みをみると、これまて例通常のリスク管理では、
交通4解散や工場制同時発など 駅発的なリスクが多数を占め 「煩望書の種円安 と「難生碓事Jの
2紬て対応することで管理可飽であった止ころ 制度的リスクのような規特色も監響も大き

なリスクに対する管理においては「時間繍Jということが強く膨響をしてくるということ

がうカaがえる.実際のところ委 1にポされている No.s，6.7は時間的要素金取り入れた

分類である， No.3は「看益金確率Jに近い問題であり NO.4 ti空間的湖姻 Eお.8.9は価値

社会 文化的問喧である.

空間的問沼も重要ではあるが物理がJにはその熔犠d刈寺貿にかかわる問題であり 丈化

的にはNo.8(/)0.平伎の侵害に関連する問坦であるため前者については積衡の程度や発

生破事といフ要素か深く関与するといえるe主た、 No.8，9め働値社会文化財問題につ

いては前述の市民参加型の続論どL、った「手段Jが司R要な問題止なってくる
したがって、現代の制度対Jリスクの管理のだめとは 「横審¢程度」と「発牛催事Jの2

点に加弘「時間触が忌要なリスク管理上の基礎的な観点となってくるといえるz

~ ，~ 
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3，現在の日本が直面するリスクの性質

政府の中央防災会議が、「南海トラフの巨大地震、首都直下地震、広域的に影響を及ぼす

火山噴火、大規模水害等の大規模災害が発生した場合には、東日本大震災と同等かそれを

上回る上うな大きな被害が生じることが懸念されている。特に、東日本大震災後、日本列

島の応力状態、(地殻における力のかかり方)が変化し、他の場所での地震発午や火山活動

の活発化を誘発し、近い将来、これらの災害が発生する危険性が高いとの指摘もあるりJ¥1) 

とし、主た、同会議の専門調査会が「宝永噴火は、宝永 4(1707)年 10月28日に起きた

宝永東海・南海地震によって誘発されたと見られる。(中略)近くで起きた大地震の後に富

1:山下のマク、、マ活動の活発化が観測される可能性は十分あるJ12) と発表しているように、

日本では、東海・東南海・南海地震(南海トラフの三連動地震)や首都直下地震、富士山

噴火等が近い将来連続して起こり得る状況にあることが明らかとなってきているし巨大自

然災害が連続して起こる可能性が高いという状況は、そのような自然環境の制約を課せら

れたH本特有のものであり、殊に21世紀前半は、日本にとって、苦難に満ちた進路が予測

され得る U

このような地理的に地震や火山噴火を生じやすい環境は、当然のことながら歴史的に操

り返し日本が巨大自然災害に見舞われてきたということを意味し、その歴史は、日本人を

して「運を天に任せるIとし、う精神構造を醸成させてきたといえる

しカ、し、近代科学の発展から、近い将来に巨大自然災害が連続して起こるという予測が

可能となった今日では、突然予告も無く訪れる災害を甘んじて受け入れるとし、ぅ過去の対

応を繰り返すのではなく、その予測によって、白然災害への備えをしておくことが可能と

なったといえるh

会方、現代の情微に築き上げられた同家運営のシステムは、過去の自然環境と融合した

単純な生活システムとは大きく異なり、情微であるがゆえに巨大自然災害は容易にシステ

ムそのものに重大な障害を与えて国民をはヵ、りしれない苦境に陥れる可能性があり、近代

化以前の日本に与えた影響とは比較にならないほど甚大な影響を与えることになると考え

られる J 寺田r貞彦 13 は、今カ、ら 80年近く前に、「文明が進めば進むほど天然の暴威に上

る災害がその!事1]烈の度を増寸jことを指摘しているl 主た、同じく、「文明の進歩のために

生じた変化として、同家あるいは同氏と称寸るものの有機的結合が進化し、その内部機構

の分化が著しく進展して来たために、その有機系のある一部の損害が系全体に対しではな

はだしく有害な影響を及ぼす可能性が多くなり、時には一小部分の傷害が全系統に致命的

となりうる恐れがあるようになったj ことについて警鐘を鳴らしている。

現在の日本が直面しているリスクの性質を考慮すると、凶 lのように「損害の程度j と

「発生確率Iに加え、「災害発干の連続性(時間)Jの要素を加えることが重要となってく

る日日本における、 2011年の 3.11の大災害の発生以降は、地震や火山の噴火など、連続的

に巨大自然災害に襲われる危険性が高主っている現状と連動させる必要があるのであるり

WBGUの報告書では、時間的な概念を導入していたものの、「連続して巨大白然災害に襲

われる」ことは想定していない。これに対して、これからの日本におけるリスク管理学に

おいては、単発的な個々の災害や惇合的な災害に焦点を当てるのみならず、連続して生起

寸る災害という時間軸を挿入することにより、 OECDやWBGUの報告書でも想定されて
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図 1 リスクの犯慣と対処のための3要素の続雪組

L、なかった私のの"開紀愉恥の日本こさ3いて起こることが想定されカ可 日本に在っ

て死活問麹に関わる災密売金の途$矧院を考慮に入れるこ左治神事Jめて亘要な忘誌を持つこ左

になる

これらのことを智慮に入れると 現在の円本が直面している巨大災害は 以下のような

体質を有しでも喝と肴えられる 2

① 羽u年3月''"の東日本大震%を闘機に M本では か治.，'A海 嗣海~.震や首都

直下地震富士山噴火等の巨大向然災害が逮漉して起こる可能性がある

3心地震または"波令撃の巨人自然災害か引き命左なって令i>Jに散在する"基の原子炉(遷
'舵監終了の"基底及ぴ高E遭聖噌殖"原R型炉 1基を合む'0)い!肉剣において草大司事'紋が引き包される"吋可
樹全がありk、支た、;海毎
災を，兎包4舎余する可能性があるなJど子科掌筏同併阿の進A広伝σの〉ψで人σの〉蛍み=より遁設されてiききた
'施匝u晴受が、巨大自然災脊により駿領 6彼慣担腹優されることにより 重ブ大片な司事'赦につながるロ可f自能駐
性酬カが州ミ楠制あMる.

③料学後衛<Tli:t!i'により 巨大自然災容が社会経療システムに亘大な陣容を与える可艇

位が均値大してし、る ゆ唱えば富士山の噴火により巻き上げられた噴煙の微細な純子によ

って首都買のコンピAータγステムカ鴨a停止となり、また鉄ーや飛行場が泌転停止
または閉鎖に追い込まれるなど 町

ここで孟要なことは巨大自然災害が現在の高度に進化した工業車寂や朴会経済シ

ステムの脆弱性と結び付くことにより 従舟煙'"もされていなかったM大災害が発生し、
金たは社会経済システムの陣容停止をもたらす可能性カ 8わるので、我々はこれら

の骸寄惣定の孟要性を認携し それらを可舵'"根町剛健ιしなげ寸1ばその対処方法も

肴えら.t1~ょいということである

m 
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4 新たな視点を付加したリスク管理学の特徴と役割

これ主でも日本列島では、巨大白然災宵が連続して起こることがあったe，例えば、 1707

年 10月28日に起きた宝永軒毎地震は、四国沖から熊野灘・遠州、|灘を経て椴河湾に至る長

大な海底断層(フレート境界断層)を震源として生じた巨大地震で、あるが、その 49H後の
12月 16日に富士山の宝永噴火が始主っている。 12，これに関連して前出の寺田は、「統計

に関する数理から考えてみると、一家なりー固なりにある年は災禍が重畳しまた他ω年に

は全く無事な回り合わせが来るということは、純粋な偶然の結果としても当然期待されう

る「自然変異(ナチュラルフラクチュエーション)Jの現象jであることから、「悪い年回

りはむしろし、っか回って来るのが自然の鉄則であると覚悟を定めて、良い年回りの聞に充

分の用意をしておかなければならないということは、実に明白すぎるほど明白なことであ

るが、主たこれほど万人がきれいに忘れがわなことも主れであるcJとしている 13)

リスク管理においても、日本列島が巨大自然災害に連続して襲われる可能性のあること

を前提として、それに対処するためにはどのようにすhばよいかという視点から考えてい

カイ~(thばならなし、}

このような視点、から考えたリスク管理学の特徴的な性質及び担わなければならない役割

は、以 Fのとおりである二

①科学技術の進歩や産業社会の進展により、それまでは考えられなかった大きな被害が生

じることによって、日本の生産・流通・情報通信・交通などあらゆる分野で、高度に発

展した社会・経済システムが、その高度さゆえに崩壊の危機に瀕することが予測され得

る したがって、新たな視点て、のリスク管理学にむし、ては、何よりも主ず、これらの被

害・影響に関するできる限り正確な予測に全!Jをあげる必要がある これらは、日本の

経済・社会の全般にわたることが見込主れるので、その究明にあたっては、多分野の学

際的な協力 (MultidisciplinaryApproach)が不可欠となるr

②新たな視点のリスク管理学l士、連続する巨大災害によって生じると子測される被害・事

響について、主ず、それらをできる限り低減するための方策を究明するものでなければ

ならないυ 主た、次に、実際lこ、日本の社会・経済が危機的状況に陥うたときに、それ

らに対処寸るためのか策につし、て七研究するものでなけれはならないつ主り、ここで

いうリスク管理J引士、被害が実際(こ起こる以前の子防・低減的措置と被害が宅じた後の

危機管理の両方を合むものであるι これらは、日本の政治、法律、財政、経済、社会生

活の全般にわたるもので、あるので、やはり、多;〉野の宇:際的な協!Jが不可欠となる

5. 連続する巨大災害に対応するリスク管理学の対象とする課題

連続する巨大災害を目前にした状況にあって、リスクを直視し、政治、財政、経済、工

学、防災科学、防災教育、医学、哲学など、白然科学および社会.人文科学といつたあら

ゆる分野を融合した新たなリスケ管理学 (R則IS北kManagement 0ぱfSe釘en凶alD凶)is臼a部制s“耐t旬erぽsぶ:RMSD副)の必

要性が痛感されるο このように、あらゆる分野の研究者が結集してブロジ、ェクトを組み、

連続する大災害への対応を考えるという体制は、ギボンズによるモード、 2型の研究 161 に
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itel、
本稿で提唱する危機管理学が対象と寸る課題は以下のとおりであるけ

(1)連続する巨大自然災害及びそれらに起因する人為的災害に関する被害・影響予測

21 tft紀山両rt--におし、てItJ也質学的に西日本が活動期に突入したといわれているが 17，、過
去の災害の歴史的実例をみても、巨大自然災害が連続して起こることはそれほどめずら L

いことではない 1~ 1 しか L ながら、現代ほど科学技術が進歩し、また、通信ネットワーク

が張り巡らされて、社会・経済システムが権雑化した時代におし、て、巨大自然災害に上っ

て、それら人為的な施設・設備や社会・経済システムにどのような被害・影響がもたらさ

れるかについては、これ主で、詳細に、かつ、総合的に検討されたことはなかったけ中央

防災会議の首都直下地震等に上る被害予i~IJでも、そ三で、扱われているのは、主として人的

被害、建物被害、ライフライン被害等である仁lりI J二記のような視雑・多様な被害状況の予

測を行うには、 L学等の分野のみならず財政学・経済学等の分野まで、含めて多様な領域の

研究者による学際的な研究を進めることが必須の要件である。

(2)巨大自然災害に対する準備と被災後の国家の政治・財政・経済のあり方

これは、連続する巨大自然災害に襲われた後、これまでの政治、経済体制をどのように

維持し、機能させていくヵ、という問題である"このことは、実際に連続した巨大自然災害

が起こる前に、それに備えた体制をあらかじめ検討し、その整備に着手しておくというこ

とで七ある 例えば、侮興資金の問題があるー連続する巨大自然災害後は、被災地域が広

範でしカ、も被害も甚大となり、政府が東日本大震災時と同等の巨額の資金を信拠支援に光

てることは不可能で‘ある l つ主~)、(J )どうすれば国家財政を破たんさせずに但興できるか、

' ~\=-h までになし、形の国債発行などの対応が必要なので'(tなし、か、主た、それは可能カミど

うか(例えば、金利は支払われるがJC本It返済されない「永久凶債jや、返済主で 50年以

|オψ、る超長期債の発行などがイギリスでも怜討されている 20)、 0")に、③後述。) (4) 

とヰ}関連して、被災者の向力に上る俺興とそれを支える政府や地方公共団体、 NPO等の活

動をどのように考えれば上いか、といったことを早急に検討しておく必要がある この11

かにも、首都機能のit散・移転の問題It喫緊の課題とな勺ている

主た、視点を広げれば、今回の東日本大震災によって東北地方太平洋沿岸地域に所在寸

る素材・部品て.場が被災L、サプライチェーン(音1¥品供給網)が、十断されたことによ灼、

|可I人JU)白動車産業や半導体産業に重大な影響を与え、一時(上 2008年のリーマンショッケ直

後の水準灯、ドに主で生産規模が縮小したばヵ、りではなく、グローパルサフライチェーンの

殴損を通じて、 ー部<.J)世界企業の一時的生産停止・減産を招くなど、リスケ管理に新たな

課題をもたんした 21 之の伶 2011年の 10月カミら 12月にかけてケイで洪水が発生L、円

本の白動車産業やエレクトロニクス産業l士巨大自然災害が連続Lて発生することによる損

害を実際に体験寸ること土なった 2~-2-l 、 各企業におし、て低調であるといわれる事業継続計

画 (BusinessContinuitv Plan: BCP)へ(乃取り組みにあたっても連続寸ーる巨大災害の発生に対

する視点は重要となってくるであろうー一

連続する巨大向然災害，，0)対応の前提として、産業側の対応だけで、なく、緊急時には政

府が迅速に意思決定のて、きる国家システムであることが必要である。すなわち、現在の日

本の衆参両院のねじれ状態で‘は、意思決定が遅々として進主ないコ参議院の在り方の抜本

的見直しやそれが実行て、きるまでの手続き的見直し(例えば、衆参両院の同日選挙によっ
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て支持政党聞に国民の判断における時間的なずれによるねじれが牛宇じることを回避したり、

法案議決のための両院協議会制度において衆議院の議決を尊重する与野党聞の合意を形成

したりするなどの強化策を導入するなど)といった政治システムの見直し7.J'必要である。

(3)最小限の経費と手数による防災対策と災害侮興計画

工学的観点から防災対策や復興計画を進めるのは当然であるが、経費の負担をどのよう

にするか、主た、住民や自治体の意思決定をどのように行っていくかとし寸問題があり、

工学のみならず、経済学や政治学など、文理融台した視点を持って計画を進める必要があ

るコ特に、津波に弱し、とされる沿岸部の石油コンビナートや当然のことながら原子力発電

所の対策(運転を止めていればそれで済むという状況ではなく、使用済み核燃料は大量の

放射線とともに崩壊熱を発し続けるお))などには緊急に対策を講じる必要がある。また、

地域の住民や地元自治体が自立して、防災または減災計画や復興計画を立て、自らの資金

や地元の自治体の資金で防災または減災や慢興を甘指していくことが求められる。

(4)巨大自然災害に打ち勝つ防災教育のあり方

住民に防災意識を浸透させる方法を研究する必要があるコこれは、災害に備えるという

意識のみならず、連続して起こる巨大自然災害を乗り越えていくたくましさや生活の知恵

を育むということが重要となる。「そのうちに何とかなるjといった意識ではなく、日本列

島に住む者としてリスクを直視し、「大災害は必ず起きるjとし寸前提のもとに、どのよう

に自分の身を守り、家族や地域社会の住民とともに助け合いながら、しかも明るく前向き

に生きていけるカ、ということについて、その方法論と心構えを含めて考える必要がある。

すなわち、精神論や地域における助け台いに主で及ぶ、これまでとは異なる新たな視点で

の防災・減災教育の浸透を図るべきである ω 主た、防災教育は、自立的心構えなど災害後

ぴ)侮興にも関わってくるものであり、これらも主た学|際的な課題である。

これらの課題に閏しては丈部科学省科学技術振興調整費や科学研究費補助金などを財源

として、大学や独立行政法人研究機関等の研究者、企業の研究者、巾央及び地方行政機関

の行政担1者などをメンバーとする大型のプロジェクト研究を組織することが考えられるの

現状では、例えば平成24年度文部科学省科学研究費補助金の「系・分野・分科・細目去十1・

表キーワードー覧」では、「危機管理j は、「総合・新領域系」の「砲合新領域」分野の分

科「社会・安全システム科学j、細円「社会システム工学・安全システムjのキーワードの

」っとして存在するに過ぎない 271 しかし、リスク管理の問題の重要性やその学際的性格

を考えれば、独立の l分科 l細目を立てることが必要である U

6 まとめ

過主-にも日本は数多くの災害に見舞われてきたが、これらの対応については、多くの日

本人が、「起こるかもしれなしリ→「起こらないことを願うJ→「きっと起こらなしリと

し寸精神構造で、リスクを直視せず、リスクを忘れた生活を送ってきた。いわば、住民も、

自治体や政府も、企業でさえ、「運を天に任せるJとし、う対応でしかなかった。リスクは社

会のあらゆる状況の巾で、生じるものである。しかしながら、大多数の者は政治、企業経営、

家庭、個人など、あらゆる場面で危機を直視せず、自分の牛きている聞に危機は起こらな
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いことを信じるという心象で過ごしてきたことは育めない。平成23年 11月に発表された

政府の「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会」の中間報告お)にお

いても、海数の東京電})幹部社員の「今になって指摘されれば、社内において自然災害に

対する総合的な対策を実施する意識や体制が不十分で、あったかもしれなしリ、「設計基準を

超える自然災害が発坐することは考えていなかったjという発言などを引用しながら、「今

l司の事故が発午する主で、東京電力はAM (著者注:アクシデントマネジメント)策とし

ての津波対策は実施していなかった。主た、津波以外の事象についても、自然災害によっ

て炉心が重大な損傷を受ける事態に至る事故の対策は、極めて不十分で、あったj ことを指

摘しているl 主た、国会に設置された「東京電力福島原子力発電所事故調査委員会j の現

時点での論点整理引においても、規制当局に対して、「シビアアクシデント(予め想定さ

れる「設計基準事象」を大きく超え、炉心が重大な損傷を受けるような事象)対策が不十

分で、あった J 本件事故のような白然災害などの外部事象による過酷事故を想定した対策は

取られなかったj と指摘している 1 すなわち、 3.11の原子力発電所の事故についても、重

大事故は起こらないとし寸前提でリスクを直視してこなかったとL寸背景があり、同じ構

造であるコ

前述のように、今世紀前半の日本では、自然ぴ)大災害は東日本大震災だけで、は終わらな

し、といわれている一l 今後、東海・東南海・南海地震、富士山噴火、首都直下地震など、連

続して巨大自然災害に襲われる可能性が高い。こうした巨大自然災害が連続して「起こるI

とし寸前提で危機を直視し、これらが起こった場合にどのように政治、経済、社会、企業、

家庭、個人が対応するのヵ、とし、う問題に、大学や政府系研究所、企業研究者等を構成員と

寸る学界として、様々な分野の研究者が、従来のディシプリンを越えて、連携して取り組

んでいく総台的な課題解決型研究プロジヱクトを始動させ、日本国民や、ひいては人類全

体に対する研究者としての責務を果たしていかなければならないと考える。
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